




• 財務部長の中西です。 

• 私からは、４月28日に発表した2017年３月期決算と2018年３月期の見通し
について、簡単にご説明する。 



• まず３ページをご覧いただきたい。昨年度の実績および今年度見通しの概要
をお示ししている。 

 

• 昨年度は、運輸収入については、下期は堅調に推移したものの、シルバーウ
ィーク、うるう年、北幹開業の反動に加え、熊本地震の影響といった特殊要
因の減が大きく、また、非鉄道事業では工事業において大型件名受注の反動
減などがあったことから、減収減益となった。 

 

• 今年度は、運輸収入の増、菱重プロパティーズの新規連結などにより、増収
増益で、過去最高水準の営業収益、営業利益を見込んでいる。 



• それでは、単体の決算について４ページをご覧いただきたい。 

 

• 運輸収入について、対前年▲3億円と微減となったこと、営業費用について
、人件費の大幅減はあったものの、大規模改修引当金の積立開始といった
新規のコスト発生や近年の高水準な設備投資に伴う減価償却費増により増
加したことから、営業利益は対前年▲17億円減少の1,354億円となった。対
計画では、運輸収入の下期堅調により、営業収益は+51億円上ぶれ、営業費
用は、将来の開発を見据えた不用資産撤去費の計上、九州方面の対航空機
対策として、次年度も見据えた広告宣伝などを行ったことにより、+31億円
計画を上回った。結果、営業利益は+19億円計画を上回った。 

 

• 前回申し上げた特別損失の追加計上については、三江線廃止に伴う橋梁撤
去費用の見積計上等を行った結果、特別損益は計画を▲130億円下回った。 



• 次に５ページをご覧いただきたい。運輸収入の主な増減要因についてご説明
する。 

 

• 昨年度の運輸収入は、熊本地震、北陸新幹線の開業効果の反動、曜日配列の
反動といった特殊要因の減が大きく、対前年▲3億円の8,496億円となったも
のの、新幹線、近畿圏ともに下期は計画を上回り、堅調に推移した。 

 

• 新幹線は、特殊要因の減で対前年▲26億円の4,346億円となったが、好調な
ビジネス需要、旅行需要の取り込みに努めた結果、下期は上昇基調で堅調に
推移した。なお、北陸新幹線の開業効果の反動は４Ｑで概ね一巡した。 

 

• 近畿圏については、駅改良や沿線への大学の移転といった線区価値向上が奏
功したこと、足元の雇用情勢が堅調であること、インバウンド需要を取り込
んだことなどから、+27億円増収の3,050億円となった。 





• 次に単体の営業費用について、７ページをご覧いただきたい。 

 

• 数理差異償却の一部終了などによる退職手当の減、燃料費調整額の減があ
ったものの、新幹線大規模改修引当金の積立開始、北陸新幹線の固定資産
税相当額増加に伴う線路使用料の増加、近年の高水準な設備投資による減
価償却費の増加があったことにより、営業費用は+36億円増加した。 



• 次に連結決算について８ページをご覧いただきたい。 

 

• 営業収益は、工事業の受注が大きく減少したことにより、対前年▲98億円
減少の1兆4,414億円、営業利益は単体や工事業の減益などにより、対前年
▲51億円減少の1,763億円となった。一方、対計画では、営業利益は運輸
収入、物販飲食業、不動産業の好調により、計画を+33億円上回った。 

 

• 特別損失の追加計上について、単体の三江線廃止に伴う橋梁撤去費用の見
積計上等に加え、建替えを予定している神戸三ノ宮の駅ビルの減損、撤去
引当などにより、特別損益は計画を▲180億円下回った。 



• 次に９ページではセグメント別の実績をご説明する。 
 

• まず流通業については、百貨店の衣料品低迷、大阪店のB1、B2の営業終了
があったものの、物販飲食業におけるセブンイレブン提携店舗への転換効
果等で、+18億円増加の2,339億円となった。営業利益については、物販飲
食業は増収により、増益となったものの、百貨店の減収による減益幅が大
きく、微減益の52億円となった。対計画では、ヴィアインの好調で、営業
利益は計画を上回った。 
 

• なお、流通業に計上されている宿泊特化型ホテルの収益を別掲で開示する
こととし、ホテル全体での業績がお分かり頂ける形にした。 
 

• 不動産業については、不動産分譲の販売戸数が減少したものの、ＳＣが明
石のリニューアル効果などが好調であったことから、営業収益は対前年+6
億円増加の1,095億円となった。営業利益については、菱重プロパティー
ズの株式取得関連費用7億円を計上したことから、対前年▲5億円の322億
円となった。対計画では、不動産分譲の好調により、営業収益、営業利益
とも計画を上回った。 
 

• その他事業については、波動の大きい工事業が一昨年度の大型件名受注の
反動で、営業収益は対前年▲127億円減少の1,688億円、営業利益は対前年
▲19億円減少の204億円となった。 







• 次に12ページをご覧いただきたい。単体の業績予想についてご説明する。 

 

• 中計最終年度の今年度は、これまでの取組みをしっかりと結果として出し
ていく年と位置付け、取り組んでいく。 

 

• 運輸収入の増加により、営業収益は対前年+108億円増の9,670億円、営業
費用については、対前年+73億円増加の8,280億円、その結果、営業利益は
対前年+35億円増加の1,390億円を見込んでいる。 



• 次に13ページをご覧いただきたい。 

 

• 今年度の運輸収入は、昨年の熊本地震の反動に加え、山陽新幹線の競争力向
上、北陸新幹線の定着化等、各種施策効果の取り込みを図ることから、全バ
スケットで前年を上回る計画としている。 



• 次に14ページをご覧いただきたい。 

 

• 単体営業費用は、退職者増に伴う人員減による人件費の減が対前年▲18億
円あるものの、燃料費調整額や再生エネルギー賦課金の増により、動力費
及び業務費が+62億円と大幅に増加することに加え、北陸新幹線の敦賀延
伸等に伴う部外関連工事が+20億円増加することから、対前年+73億円増の
8,280億円としている。なお、部外関連工事はその他収入もほぼ同額増加
するため、収支には概ねニュートラル。 



• 次に15ページをご覧いただきたい。連結業績予想についてご説明する。 

 

• 営業収益は対前年+505億円増加の1兆4,920億円、営業利益は対前年+71億
円増加の1,835億円と、いずれも過去最高水準を計画している。 



• 次に16ページをご覧いただきたい。セグメント別の見通しをご説明する。 
 

• 流通業については、セブンイレブンの店舗転換効果などにより、営業収益
は+68億円増加の2,408億円、営業利益は対前年+17億円増加の70億円となる
見通し。 
 

• 不動産業については、菱重プロパティーズの新規連結などで、営業収益は
対前年+291億円の1,387億円、営業利益は+32億円の355億円となる見通し。 
 

• なお、菱重プロパティーズ連結に伴うのれん相当額は116億円。ただし、株
式取得に関する税務処理の結果、繰延税金資産が56億円、残りの59億円が
会計上ののれんとなる。のれんは営業費用、繰延税金資産は法人税等とし
て５年間で費用化する結果、新規連結による連結営業利益の増加額は27億
円。 
 

• その他事業については、営業収益は工事業の受注増などで+46億円増加の
1,735億円を見込むものの、駅ビル建替えに伴う三ノ宮のホテル閉館などに
より、営業利益は対前年▲14億円減少の190億円となる見通し。 
 

• 簡単ではあるが、私からの説明は以上とさせていただく。 







• 社長の来島です。 

 

• 私からは、中期経営計画の最終年度を迎えるに当たり、これまでの進捗と各
事業における今後の取組みについて、ご説明させていただく。 

 



• 20ページをご覧いただきたい。安全については、福知山線列車事故以降、
安全性向上に取り組み、鉄道運転事故が最小レベルとなるなど、実効性は
高まりつつある。そうした状況の中で、中計では更に安全性を向上させる
目標を設定し、取り組んでいる。 

 

• 昨年度は、死亡に至る鉄道労災が発生し、４年間で２件発生するなど、ま
だまだ課題は多いものと認識している。引き続き、目標達成に向けて努力
をしていく。 

 



• 次に、21ページで、中計期間中に実施してきた主な施策をお示ししている。 

 

• これまで新ＡＴＣ使用開始等の山陽新幹線の競争力向上、北陸新幹線開業、新駅
設置や駅を中心とした街づくり等、近畿圏の線区価値向上、三江線鉄道事業の廃
止届出、流通業では、セブンイレブンへの店舗転換による資産効率の向上、不動
産業では、菱重プロパティーズの株式取得など、中長期的な企業価値向上に向け
、着実に手を打ってきたことがお分かりいただけると思う。 

 



• こうした取り組みの結果、 22ページでお示ししている通り、業績を順調に伸ば
してきた。中計最終年度の今期については、国際情勢の先行き不透明さが増すな
か、電気代上昇やルクアイーレの一部閉鎖があるものの、すべての指標において
、アップデート時の目標を上回るとともに、営業収益、営業利益ともに過去最高
を更新する計画としている。 



• 続いて、各事業における取り組みを紹介する。 



• 24ページで新幹線における取り組みをお示ししている。 

 

• 新幹線については、山陽新幹線の競争力向上、観光需要の喚起や北陸新幹線開業
で収入を大きく伸ばしてきたが、今年度もこうした取り組みを継続する。 

 

• まず、山陽新幹線の競争力向上については、新しいチケットレスサービス「スマ
ートＥＸ」を９月末に開始するなど、利便性を高めていく。北陸新幹線について
は、開業３年目を迎え、ビジネス、観光両面で定着化を図っていく。また、2023
年春の敦賀開業に向けた準備を行う。 

 

• 観光需要の喚起については、山口ＤＣや「日本の美は、北陸にあり。」などの観
光キャンペーンを地元とも連携して実施する。シニア世代の需要喚起に向けては
、「おとなび」の会員拡大と会員専用商品の充実を図る。インバウンドについて
は、後ほど説明する。 

 

• こうした取り組みにより、今年度の新幹線収入は過去最高、山陽新幹線単独でも
過去最高を更新する見込み。 



• 次に、近畿圏について、25ページをご覧いただきたい。 

 

• これまで新駅設置、駅を中心とした街づくりといった線区価値の向上や沿線観光
施設との連携などによる都市型観光需要の創出に取り組んできた。近畿圏はすで
に人口減少局面に入っているものの、これらの取り組みが奏功し、2011年度から
6期連続で増収となった。今年度もこうした取り組みを継続する。 

 

• 線区価値の向上については、新駅設置、おおさか東線北区間開業、東海道線支線
地下化に向けた準備を行う。また、大阪環状線プロジェクトなどにも引き続き取
り組み、大阪都心部の活性化に注力したい。 

 

• 都市型観光の推進については、インバウンド需要獲得に向けた受入態勢の整備、
USJ新エリア開業を契機としたプロモーション実施などを行う。 

 

• こうした取り組みにより、近畿圏の収入は増加する見込み。 



• 次に、その他在来線について、26ページをご覧いただきたい。 

 

• 多くのお客様にお申し込みいただいている「TWILIGHT EXPRESS 瑞風」が６月に
運行開始する。万全の体制でお客様をお迎えしたい。 

 

• 三江線については、代替交通検討への協力も含め、地元自治体等の協力を得なが
ら、来年4月1日の廃止に向けて準備を進めていく。 



• 27ページからは事業創造、特に成長の柱と位置づけている流通業と不動産業につ
いてお示ししている。 

 

• まず、流通業については、大阪の百貨店の見直しやキヨスク、コンビニのセブン
イレブンへの転換といった資産効率の向上と宿泊特化型ホテルなど、強みのある
事業の拡大に取り組んできた。 

 

• 今年度については、概ね転換が完了しつつあるセブンイレブン提携店舗について
、運営の効率化を図るとともに、未転換店舗の転換や新規出店も行い、将来的な
500店舗に向け、取り組んでいく。店舗転換完了により、今年度から利益貢献も
見込んでいる。 

 

• また、宿泊特化型のヴィアイン梅田と天王寺に２店舗出店する。 

 

• こうした取り組みにより、今年度の営業収益、営業利益は、アップデートした中
計の目標を超え、2015年度に大阪の百貨店の売り場面積を縮小したにも関らず、
過去最高を更新する見込みである。 



• 28ページをご覧いただきたい。拡大するホテル事業について説明させていただく。 

 

• 現在は、シティホテルのグランヴィアと宿泊特化型のヴィアインの２ブランドでホ
テル業を展開している。資産効率が高く、強みのある宿泊特化型ホテルを重点的に
拡大していく方針である。 

 

• 宿泊市場は、インバウンドや国内の旅行需要に支えられ、規模が拡大しており、家
族、女性やインバウンドなどのグループ利用の増、ビジネスホテルの高価格化を背
景としたリーズナブルで快適な空間を求めるニーズの高まりなど、ニーズが多様化
している。こうした需要に応えるため、宿泊特化型ホテルのラインナップを充実さ
せ、ホテル事業の拡大を図っていく。 

 

• その一つが、ハイクラスの宿泊特化型ホテルで、グランヴィアとヴィアインの間の
グレードで、宴会場は設けず、宿泊機能に特化する。大阪と京都に２店舗を出店す
る。 

 

• もう一つが、上質なカプセルホテル。株式会社ファーストキャビンとの合弁で、主
に遊休地を活用し、キャビンスタイルの簡易宿所を展開していく。 

 

• 加えて、既存ブランドのヴィアインも出店を加速していく。 



• 次に不動産業について、29ページをご覧いただきたい。 

 

• 不動産業については、ＳＣリニューアル等の資産効率の向上と、強みのある賃貸
・販売業の拡大に取り組んできた。 

 

• 今年度については、ＳＣはルクアイーレB1、B2の秋以降のリニューアルオープン
に向け、改装に取り組む。賃貸・販売業については、マンション分譲が増加する
とともに、菱重プロパティーズを新規連結し、連結業績に貢献する。 

 

• これらの取り組みにより、今年度は、流通業と同様、営業収益、営業利益ともア
ップデートした中計目標を超えるとともに、過去最高を更新する見込みである。 



• 30ページをご覧いただきたい。菱重プロパティーズを連結した不動産賃貸・販売
業の今後の取り組みをお示しする。 

 

• まず、今年度については、菱重プロパティーズは、ＩＴシステムの移行など、Ｊ
Ｒ西日本グループとしての基盤整備に重点的に取り組む。 

 

• 主な開発計画はお示ししている通り。西日本エリアでの線区価値向上に取り組む
とともに、菱重プロパティーズを軸に、首都圏や中京圏といったエリア外でも積
極的に展開する。 

 

• 分譲では700戸を販売する計画、賃貸では2万9,000平米を開発する予定である。 

 

• なお、菱重プロパティーズ個社の今期の業績見通しは、営業収益270億円、営業
利益40億円を見込んでいる。 



• 次に、31ページで、2022年度での営業収益1,000億円達成に向けた成長イメージ
をお示ししている。 

 

• 成長のドライバーは３つ。1つ目は、過去10年平均で年率４％成長している賃貸
であり、オーガニックグロースを継続する。 

 

• ２つ目はシナジー効果。菱重プロパティーズが当社グループに入ったことで、経
営資源を重点的に配分し、成長させる。これまではグループのノンコア事業とし
て成長を抑えていた面があるが、当社グループになったことで、設備投資資金や
分譲事業拡大に必要な運転資金をバックアップする。 

 

• ３つ目は所有物件のバリューアップ。ただし、現在賃貸中の物件も含まれるため
、本格化は2023年度以降となる。 



• 次に、訪日観光客需要の獲得について、32ページをご覧いただきたい。 

 

• 昨年度は、インバウンド専用商品のご利用者数について、+25万人増の目標を達
成、連結営業収益については、百貨店における購買単価の低下などにより、+20
億円増と+25億円増の目標を下回った。 

 

• 今年度については、訪日外国人旅行者数の伸び率の鈍化が予想されるが、インバ
ウンド専用商品のご利用者数で+25万人増、連結営業収益で+20億円増を新たな目
標とする。 

 

• 目標達成に向け、広域観光ルートの開発・整備を行うとともに、受入態勢の充実
、プロモーション強化を行う。 





• 次に、設備投資の状況について34ページでお示ししている。 

 

• 昨年度は連結ベースで1,924億円の設備投資を行った。 

 

• 今年度は連結ベースで1,660億円を計画している。対前年度では、車両投資の減
や新ＡＴＣ工事完了により、減少する。一方、中計との比較では、+240億円増加
する。その内訳は不動産投資や新規ホテル開業準備など、主に非鉄道事業におけ
る成長投資の増で+190億円、事業の継続に必要な投資で+50億円増、うち安全投
資は社会的なニーズが高まっているホームの安全対策の追加等で+95億円増であ
る。 

 

• この結果、中計期間の設備投資総額の見通しは、9,600億円から9,840億円に増加
する。 



• 次にキャッシュフローと財務の状況について、35ページをご覧いただきたい。 

 

• キャッシュフローについて、昨年度は菱重プロパティーズの株式取得などにより
、フリー･キャッシュフローは▲616億円と大幅にマイナスとなり、長期債務残高
は1兆379億円に増加した。その他、短期債務も350億円増加した。 

 

• 1年前に、中計５ヵ年で、約1,000億円を越える資金の上ブレの可能性を申し上げ
たが、これに対し、出資では菱重プロパティーズ、ブラジル案件や日本信号など
に約1,100億円を活用した。また、成長投資を中心に、設備投資も240億円増加す
る見込み。加えて、三江線廃止に伴う支払なども発生することから、上ブレを見
込んでいた金額以上の資金を活用することになる。結果として、今年度末の連結
長期債務残高も１兆300億円程度と、1兆円を超える見通しとなった。 



• 最後に、株主還元について、 36ページをご覧いただきたい。 

 

• 昨年度の配当については、既にご案内のとおり、通期で140円を予定している。
今年度は、１株当たり20円増配の160円を予定。上ブレ資金は使いきったものの
、中計が順調に進捗し、最終年度に中計目標を大幅に上回る過去最高水準の業績
を計上できる見込みとなったことを踏まえ、目標の自己資本総還元率３％水準で
ある１株当たり150円から、更に10円、総額約20億円を上乗せし、株主の皆様に
報いることとした。 

 

• 私からのご説明は以上である。 










